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■吾妻川
流域面積 ：約１，３７０㎞2

幹線流路延長：約７６㎞

■吾妻川
流域面積 ：約１，３７０㎞2

幹線流路延長：約７６㎞

八ッ場ダム

１．事業の概要

八ッ場ダムは、利根川水系吾妻川に建設する多目的ダムです。
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八ッ場ダムの構造諸元
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２．事業目的と再評価の対象

群馬県による

県営発電事業の実施

発電発電

河川の
水量確保

吾妻川
（名勝吾妻峡）
の流況改善

洪水調節

利根川流域の

洪水被害軽減

治水治水

新規都市
用水の供給

新たな水道用水、

工業用水の供給

利水利水
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利根川は流域が広く大きな支川も多いため、仮に総雨量が同程度でも降雨パターン（地
域分布・時間分布）により洪水の流出特性が異なることから、様々な降雨パターンに対

処できるよう洪水調節施設を配置することとしています。

昭和22年9月 カスリーン台風 昭和34年8月 台風7号 昭和57年7月 台風10号 平成10年9月 台風5号

利根川では八斗島上流域の様々な降雨パターン
を考慮し、洪水調節施設を計画

洪水調節
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流域面積の割合

利根川上流３流域のうち、“空白域”であった
吾妻川流域初のダム

・吾妻川は流域面積が約1,370km2で八斗島上流域約5,110km2の約１／４を占めます。

・八ッ場ダムが完成することにより地域分布の異なる種々の洪水に対する治水効果

が確保されます。

洪水調節

八斗島上流 約5,110k㎡

烏・神流川流域

３５％

奥利根流域

３３％

吾妻川流域

２７％

その他流域

５％

既設ダム
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708km2

利根川上流のダムの集水面積
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下久保ダム

八ッ場ダム

治水容量（千m3）

第１位

第２位

第３位

65百万m3

利根川上流のダムの治水容量
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○河川整備基本方針(平成18年2月策定)におい
て、基本高水のピーク流量を22,000m3/sと
し、そのうち流域内の洪水調節施設により
、5,500m3/sを調節して河道への配分流量(
計画高水流量)を16,500m3/sとしている。

○八ッ場ダムは、既に利根川上流域にある６
ダムを合計した治水容量(約1億1,000万m3)
の約６割(6,500万m3)に匹敵する治水容量を
もつ洪水調節施設。

八ッ場ダムは、利根川の洪水調節を担う施設洪水調節
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八斗島

吾妻川流域

烏・神流川流域

奥利根流域

基本高水のピーク流量

２２，０００m3/s

洪水調節施設による調節流量

５，５００m3/s

河道への配分流量

１６，５００m3/s

※上記流量は河川整備基本方針の数値であり、工事実施基本計画（Ｓ５５）では、河道への配分流量は１６，０００m3/sであり、調節流量は６，０００m3/s



吾妻川（名勝吾妻峡）の流況改善に寄与

流量が減少しているときの吾妻峡 流量が改善された吾妻峡のイメージ

名勝指定されている吾妻峡を流れる吾妻川は、流量が減少しており河川景観
が損なわれていることから、必要な流量を確保することが必要。
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河川の
水量確保



（H20年4月現在）
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八ッ場ダムの
給水区域

市・区 町 村

茨城県 8 3 0

群馬県 7 6 1

埼玉県 39 25 0

千葉県 20 2 2

東京都 36 0 0

合計 110 36 3

新規都市
用水の供給

当該事業に参画する利水者の事業評価

•この事業に関わる事業評価を平成16～17年
にかけて実施。

•Ｂ／Ｃは１．０以上となっており、対応方
針は継続となっています。

事業者名 用途 対応方針

群馬県 上水 継続

群馬県藤岡市 上水 継続

埼玉県 上水 継続

東京都 上水 継続

千葉県 上水 継続

茨城県 上水 継続

北千葉広域
水道企業団

上水 継続

印旛郡市広域
市町村圏事務組合

上水 継続

群馬県 工水 継続

千葉県 工水 継続

給水区域は首都圏の広範囲にわたり、
八ッ場ダムは約４３０万人分の水利用を担う

群馬県沼田市岩本町
群馬県【上水】利根川

群馬県邑楽郡千代田町瀬戸井
群馬県【上水】利根川

埼玉県熊谷市妻沼小島
群馬県【工水】利根川

群馬県藤岡市浄法寺
藤岡市【上水】神流川

埼玉県行田市須加
埼玉県【上水】利根川

埼玉県さいたま市桜区宿
埼玉県【上水】荒川

埼玉県志木市宗岡
東京都【上水】荒川

茨城県坂東市小山
茨城県【上水】利根川

茨城県取手市吉田
茨城県【上水】利根川

千葉県松戸市七右衛門新田
千葉県【上水】利根川

千葉県松戸市矢切
千葉県【上水】江戸川

千葉県印西市木下
千葉県【上水】利根川

千葉県佐倉市臼井田
千葉県【上水・工水】印旛沼
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暫定豊水水利権 ４９．２％

八ッ場ダムにより開発される水量

2.5%

33.6%

2.4% 6.5%
4.2%

東京都 埼玉県 千葉県

群馬県 茨城県

■首都圏の多くの都県では、水需要に対し、現在完成しているダム等のみでは安定
的に供給できないため、建設中のダムに参画することを条件に河川水が豊富な時
にのみ取水が可能となる暫定豊水水利権が許可されています。

■八ッ場ダムでは開発される水量のうち、既に約半分が暫定豊水水利権として許可
されています。

■この暫定豊水水利権は渇水時には、原則として最初に取水制限が行われることに
なる不安定な水利権です。

八ッ場ダムにより開発される水の
約５割は既に暫定豊水水利権として取水

新規開発水量 22.209ｍ３/s

暫定豊水水利権（H20年4月現在） 10.930ｍ３/s

新規都市
用水の供給



取 水 制 限 日 数 の 変 化
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取水制限日数
が１００日減少

取水制限日数実績

八ッ場ダム完成後
想定取水制限日数

１都５県３０％４１日

１都５県１０％７６日平成８年

１都５県１０％５３日平成９年

１都４県１０％４０日昭和５５年

１都４県１０％２２日昭和５７年

１都５県３０％７１日昭和６２年

１都５県２０％４５日平成２年

１都５県３０％６０日平成６年

最大取水制限率制限日数

東京都５０％８４日昭和３９年

１都２県１５％４０日昭和４７年

１都２県２０％２２日昭和４８年

１都５県１０％１８日平成１３年

１都４県１０％４１日昭和５４年

１都４県２０％５８日昭和５３年

影響の範囲取水制限年

主要な渇水被害（関東地区）

平成６年、８年の渇水被害の影響
①水道水の断水、減水、赤水が発生し、給水車による給水活動も行われた。
②市民プールなどの使用自粛、停止等により市民生活への影響を及ぼす。
③利根川の水位低下により農水取水停止、一部の水田で稲が立ち枯れ。
③工場の稼働日を週末に振り替え。

■利根川水系では、平均して３年に１回は渇水が発生
■八ッ場ダムの完成により、取水制限が回避される渇水
が多数
■平成８年の渇水の場合、取水制限日数が１００日減少
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新規都市
用水の供給

首都圏の渇水に対するリスク



■「利根川及び荒川水系における水資源開発基本計画（利根川・荒川フルプラン）」
の全部変更。

平成20年１月に国土審議会の意見を聴き「変更することが適当」という結論に達した。
平成20年１～６月に関係行政機関の長に協議し「異議なし」の回答
平成20年３～５月に関係都県知事の意見を聴き「異議なし」の回答
平成20年７月閣議決定

■目標年度は平成27年度。（前回平成12年度）

■水の使用実績や各都県による需要想定の考え方を踏まえ、前回の計画と比べて水需
要の見通しを次のように下方修正。

都市用水：平成12年度目標約232m3/s→平成27年度目標約176m3/s

■供給の目標は「近年の降雨状況等による流況の変化を踏まえた上で、地域の実情に
即して安定的な水の利用を可能にすること」。

水道用水及び工業用水
近年の20年に２番目の規模の渇水時における流況を基にすれば約169m3/s。

■八ッ場ダムは、この供給の目標を達成するため必要な施設として位置づけられている。
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新規都市
用水の供給

首都圏における水需要の見通しと供給の目標
～利根川水系及び荒川水系における水資源開発基本計画～



３．事業の経緯
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年月 事業の経緯

 昭和２７年 利根川改修改定計画の一環として調査着手

 昭和４２年１１月 実施計画調査着手

 昭和４５年４月 建設事業着手

 昭和６１年７月 特定多目的ダム法の基本計画告示

 平成１３年９月 第１回基本計画変更　告示【工期変更】

 平成１６年９月
第２回基本計画変更　告示【目的追加（流水の正常な機能の維持）、利水
参画量変更、事業費変更】

 平成１９年６月 仮排水トンネル工事着手

 平成２０年 第３回基本計画変更【工期変更、目的追加（発電）、堤高変更】について

　　　　　　　１～３月ダム使用権設定予定者の意見を聴き「異議なし」の回答

　　　　　　　３～４月関係都県議会の議決を経て、関係都県知事より「異議なし」の回答

 　　　　　　 ５～８月関係行政機関の長に協議し「異議なし」の回答

 　　　　　　 ９月 第３回基本計画変更　告示【工期変更、目的追加（発電）、堤高変更】

 平成２１年１月９日
八ッ場ダム本体建設工事入札公告
（平成２１年度本予算成立と示達を条件として公告）

年月 事業の経緯

 昭和２７年 利根川改修改定計画の一環として調査着手

 昭和４２年１１月 実施計画調査着手

 昭和４５年４月 建設事業着手

 昭和６１年７月 特定多目的ダム法の基本計画告示

 平成１３年９月 第１回基本計画変更　告示【工期変更】

 平成１６年９月
第２回基本計画変更　告示【目的追加（流水の正常な機能の維持）、利水
参画量変更、事業費変更】

 平成１９年６月 仮排水トンネル工事着手

 平成２０年 第３回基本計画変更【工期変更、目的追加（発電）、堤高変更】について

　　　　　　　１～３月ダム使用権設定予定者の意見を聴き「異議なし」の回答

　　　　　　　３～４月関係都県議会の議決を経て、関係都県知事より「異議なし」の回答

 　　　　　　 ５～８月関係行政機関の長に協議し「異議なし」の回答

 　　　　　　 ９月 第３回基本計画変更　告示【工期変更、目的追加（発電）、堤高変更】

 平成２１年１月９日
八ッ場ダム本体建設工事入札公告
（平成２１年度本予算成立と示達を条件として公告）



ダム本体及
び関連工事

付替国道、付替県道
（22.8km）

補償基準他

用地取得

（456ha）

家屋移転

（470世帯）

代替地造成

73%（345世帯）

5地区で整備中 (H19.6 第一期分譲開始）

59%（13.5km）

77%（349ha）

仮排水トンネル 基礎掘削 ｺﾝｸﾘｰﾄ打設 試験湛水

付替鉄道
（10.4km）

83%（8.6km）

地権者との用地補償等に係る基準は全て妥結

※ 用地取得 本体関連付替工事代替地

（平成２０年１２月末時点）

４．事業の進捗状況

H13.6 長野原町補償基準妥結
H16.11 吾妻町補償基準妥結
H17.9 代替地分譲基準妥結
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長野原町（川原湯地区）

付替県道及び代替地関連工事（打越地区）

付替県道工事（大沢橋・川原湯温泉トンネル）

長野原町（川原畑地区）

付替国道及び代替地関連工事（三平地区）

付替国道工事（茂四郎トンネル）

14
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長野原町（林地区）

付替県道及び代替地関連工事（楡木地区）

長野原町（横壁地区）

代替地関連工事（東・中村地区）付替国道工事（久森沢川橋・立馬橋）
15

付替国道工事（湖面３号橋）

はやし よこかべ

にれぎ

く も り さわがわ だつめ ひがし・なかむら



長野原町（長野原地区）

代替地関連工事（一本松地区）

付替鉄道工事（第三吾妻川橋梁）

東吾妻町

付替鉄道工事（第二吾妻川橋梁）

付替国道工事（雁ヶ沢ランプ）
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な が の は ら

あがつまがわ
あがつまがわ

いっぽんまつ がんがさわ



■仮排水トンネル工事（平成21年7月完成予定）
ダム本体建設工事の期間中に川の水を迂回させるための水路トンネル

■左右岸工事用道路工事（平成21年2月契約締結）
ダムサイト基礎掘削工事のための工事用道路工事

■ダム本体建設工事（平成21年1月9日入札公告）
平成21年度本予算成立と示達を条件として公告

吾
妻
川
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仮排水トンネル工事状況

凡 例
■：仮排水トンネル工事
■：左右岸工事用道路工事
■：ダム本体建設工事

八ッ場ダム

仮排水トンネル吐口

吾
妻
川

ダム天端 EL.586m

ダムサイト周辺施工区分

ダム完成イメージ

ダム本体建設工事着手に向けて



Ｌ＝３９０ｍ

Ｌ＝５００ｍ

八ッ場ダム本体

「八ッ場ダム・湯西川ダムコスト縮減技術委員会」（委員長：日
下部治東京工業大学教授）にて、コスト縮減策を検討。

国、関係自治体、利水者からなる「八ッ場ダム建設事業のコ
スト管理等に関する連絡協議会」 にて、毎年度コスト管理等を

徹底。

「八ッ場ダム・湯西川ダムコスト縮減技術委員会」（委員長：日
下部治東京工業大学教授）にて、コスト縮減策を検討。

国、関係自治体、利水者からなる「八ッ場ダム建設事業のコ
スト管理等に関する連絡協議会」 にて、毎年度コスト管理等を

徹底。

事業マネジメントの徹底・透明性の確保及びコスト縮減等 （Ｈ20年6月24日：読売新聞）

「第８回八ッ場ダム建設事業のコスト縮減技術委員会」
記者発表資料より

「八ッ場ダム建設事業のコスト管理等に関する連絡協議会」
平成１９年度におけるコスト縮減の一例

コスト縮減技術委員会による提言

地質性状の明
確化により、基
礎掘削の深さ
を約１５ｍ減じ
ることが可能
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５．コスト縮減の取り組み

当 初

変 更

凡　　例

延長の縮減
５００ｍ → ３９０ｍ

地質精査等に伴う
ダム堤体配置計画
等の見直しを踏ま
え、仮排水トンネル
延長を１１０ｍ短縮

吾妻川

「八ッ場ダム建設事業のコスト
管理等に関する連絡協議会」

その他コスト縮減 （この記事は、読売新聞社の許諾を得て転載しています）



●治水に関する総便益（Ｂ）
洪水調節に係る便益は、洪水氾濫区域における家屋、農作物、公共施設等に想定される被害に対
して、ダムの洪水調節による年平均被害軽減期待額を、「治水経済調査マニュアル（案）」に基づき計
上しました。

河川の水量確保に係る便益は、吾妻川（名勝吾妻峡）の景観改善の効果について、「ＣＶＭを適用

した河川環境整備事業の経済評価指針（案）」等に基づき計上しました。

●治水に関する総費用（Ｃ）
建設費と維持管理費のうち、治水が負担する費用相当分を計上しました。

治水に係る
費用(C)の算定

建設費と維持管理費のうち、
治水が負担する費用相当分を
計上

洪水調節に係る
便益(B)の算定

ダムによる年平均被害
軽減期待額から計上

３，０７２億円１０，３４４億円

河川の水量確保
に係る

便益(B)の算定

ＣＶＭで計上

１４６億円

Ｂ／Ｃ ＝ ３．４

治水に係る費用(C)
３，０７２億円

治水に係る便益(B)
１０，５８９億円

残存価値に係る
便益(B)の算定

評価対象期間後の
施設価値として計上

９８億円

（前回Ｂ／Ｃ ＝ ２．９）
19※端数処理（四捨五入）のため合計が一致しない

６．治水に関する費用便益比



【便益（効果）】
※１：治水施設の整備によって防止し得る被害額（一般資産、農作物等）を便益とする。
・ダム有り無しの年平均被害軽減期待額を算出し、評価対象期間（５０年間）に対し、社会的割引率（４％）を用

いて現在価値化を行い算定。

※２：吾妻川（名勝吾妻峡）に必要な水量を確保することによる流況改善の効果を便益とし、金額に換算するためＣ
ＶＭを用いて算定。

※３：施設については法定耐用年数による減価償却の考え方を用いて、また土地については用地費を対象として、
評価期間対象後（５０年後）の現在価値化を行い算定。
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※端数処理（四捨五入）のため合計が一致しない

ダム事業の総便益（治水分）（Ｂ）

①洪水調節に係る便益 ※1 10,344 億円（現在価値化，完成後５０年間）

②河川の水量確保に係る便益 ※2 146 億円（現在価値化，完成後５０年間）

③残存価値 ※3 98 億円（現在価値化）

④総便益(①＋②＋③) 10,589 億円

費用便益比の内訳



【費用】
※４：総事業費４，６００億円に対する治水分に係わる費用に対し、社会的割引率（４％）及びデフレーターを用いて

現在価値化を行い算定。

※５：利根川上流の既設６ダム（矢木沢ダム、奈良俣ダム、藤原ダム、相俣ダム、薗原ダム、下久保ダム）の近５ヶ年
（Ｈ１５～Ｈ１９年度）の維持管理費の平均額を算出し、治水分に係わる費用に対し、社会的割引率（４％）を用
いて現在価値化を行い算定。

21

ダム事業に要する総費用（治水分）（Ｃ）

①総事業費 4,600 億円

②建設費（治水分） ※4 2,997 億円（現在価値化，Ｓ４２～Ｈ２７）

③維持管理費（治水分） ※5 74 億円（現在価値化，完成後５０年間）

④総費用(②＋③) 3,072 億円
※端数処理（四捨五入）のため合計が一致しない



便益算定手法改善の背景

これまで洪水調節に係る便益については、ダム等による洪水調節量全体の年

平均被害軽減期待額を算出した上で、これに別途算出した八ッ場ダムの寄与率

を乗じ、八ッ場ダムの年平均被害軽減期待額を間接的に算出していた。

これまで洪水調節に係る便益については、ダム等による洪水調節量全体の年

平均被害軽減期待額を算出した上で、これに別途算出した八ッ場ダムの寄与率

を乗じ、八ッ場ダムの年平均被害軽減期待額を間接的に算出していた。

景観の費用対効果の評価については、現状との比較、入込客の考え方、現地

での調査など、今後さらに工夫を要する。（平成19年度第3回事業評価監視委員会）

景観の費用対効果の評価については、現状との比較、入込客の考え方、現地

での調査など、今後さらに工夫を要する。（平成19年度第3回事業評価監視委員会）

７．便益算定手法の概要
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八ッ場ダム有りと無しの氾濫計算を行い、それぞれの被害額から算出した被害

軽減額から、八ッ場ダムの年平均被害軽減期待額を算出。

八ッ場ダム有りと無しの氾濫計算を行い、それぞれの被害額から算出した被害

軽減額から、八ッ場ダムの年平均被害軽減期待額を算出。

事業実施による評価について、現地でアンケート調査を行うとともに、入込客

数についてもアンケート調査結果等により設定。

事業実施による評価について、現地でアンケート調査を行うとともに、入込客

数についてもアンケート調査結果等により設定。

便益算定手法の主な改善点



洪水調節に係る便益算定手法の基本的考え方について

前回 今回

（ ｂ）八斗島における洪
水調節量6,000m3/s※に
対する八ッ場ダムの洪水
調節量の比率（寄与率）
を算出。
(535m3/s／6,000m3/s)

（ ｂ）八斗島における洪
水調節量6,000m3/s※に
対する八ッ場ダムの洪水
調節量の比率（寄与率）
を算出。
(535m3/s／6,000m3/s)

（ａ ）八斗島における八ッ
場ダムによるピーク流量
の低減効果について、工
事実施基本計画策定時
の検討対象31洪水によ
り算出。（総合確率法）

（ａ ）八斗島における八ッ
場ダムによるピーク流量
の低減効果について、工
事実施基本計画策定時
の検討対象31洪水によ
り算出。（総合確率法）

（Ａ ）工事実施基本計画策
定時の検討対象31洪水か
ら、戦後最大の洪水である
昭和22年9月洪水（カスリ
ーン台風）を選定。

（Ａ ）工事実施基本計画策
定時の検討対象31洪水か
ら、戦後最大の洪水である
昭和22年9月洪水（カスリ
ーン台風）を選定。

① 河川整備基本方針策定時の検
討対象49洪水のうち、降雨パター
ン等を考慮して、著名な洪水等の
代表１０洪水を選定。

① 河川整備基本方針策定時の検
討対象49洪水のうち、降雨パター
ン等を考慮して、著名な洪水等の
代表１０洪水を選定。

③ ②で算定した平均の被害額をも

とに被害軽減額を求め、八ッ場ダム
の年平均被害軽減期待額を算定。

③ ②で算定した平均の被害額をも

とに被害軽減額を求め、八ッ場ダム
の年平均被害軽減期待額を算定。

（ Ｂ）×（ ｂ）により八ッ場ダムの年平均被害軽減

期待額を算定。

（ Ｂ）×（ ｂ）により八ッ場ダムの年平均被害軽減

期待額を算定。

② 代表１０洪水を対象洪水波形と
して、八ッ場ダム有りと無しの氾濫
計算を行い、それぞれの被害額を
算出し、その平均値を算定。

② 代表１０洪水を対象洪水波形と
して、八ッ場ダム有りと無しの氾濫
計算を行い、それぞれの被害額を
算出し、その平均値を算定。

（ Ｂ）昭和22年9月洪水を
対象洪水波形として氾濫
計算を行い、八斗島におけ
る洪水調節量6,000m3/s※
による年平均被害軽減期
待額を算出。

（ Ｂ）昭和22年9月洪水を
対象洪水波形として氾濫
計算を行い、八斗島におけ
る洪水調節量6,000m3/s※
による年平均被害軽減期
待額を算出。

※工事実施基本計画で定める「ダム等による洪水調節量」
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利根川は流域が広く、様々な降雨パターン（地域分布・時間分布）があるため、降雨パター

ンよって八ッ場ダムの効果量が異なる。
このため、様々な降雨パターンを考慮の上、代表１０洪水を選定。

S16.7.19 S22.9.13 S23.9.14 S24.8.29 S33.9.16

S34.8.12 S56.8.21 S57.7.31 S57.9.10 H10.9.14

八ツ場ダム

対象洪水の選定

24

○地域分布の比較（等降雨量線図による分布状況）
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事業効果の受益対象者を「観光客」とし、名勝吾妻峡
に訪れた観光客等を対象としたアンケート調査を実施。

【入込客数】ｱﾝｹｰﾄ調査より算出：1,560円／年・人
（130円／月・人）

※居住者に係る便益については、今回は計上していない

名勝吾妻峡に必要な水量を確保することにより、流況改善の効果を便益とする。

便益の計測は、現地アンケート調査によりＣＶＭに必要な支払意思額を把握。

・調査期間 平成20年11月1日～3日、8日～9日
延べ5日間

・調査箇所 名勝吾妻峡（２地点）

・アンケート回収 677票（有効回答449票）

アンケート実施状況
流量が減少している時の吾妻峡

流量が改善された吾妻峡のイメージ
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河川の水量確保に係る便益の支払意思額

【観光客】他ダムの事例引用：104円／年・人

【居住者】他ダムの事例引用：5,748円／年・世帯

（479円／月・世帯）

前回 今回



【観光客数】 周辺町村観光客入込数

（吾妻町、長野原町、嬬恋村、草津町、六合村） ：7,392,400人／年

【居住者数】 吾妻川沿川１０町村世帯数 ：42,576世帯／年

河川の水量確保に係る受益範囲

前回

●アンケート回答者のうち約５％が、「川原湯温泉への宿泊」目的で吾妻峡に訪れたことを確認。

●川原湯温泉に宿泊する観光客は、時間的な余裕があると考えられることから、吾妻峡の散策に
訪れる可能性が高いと判断し、川原湯温泉に宿泊する観光客が全て吾妻峡を訪れると仮定。

●この宿泊客が、吾妻峡の観光客の５％に当たると考え、吾妻峡に訪れる入込客数を推測。

「川原湯温泉入込客数（宿泊）」 ÷ ５％ ＝吾妻峡に訪れる入込客数

（宿泊） 28,670人／年 ÷ ５％ ＝ 573,400人／年

今回

※「川原湯温泉入込客数」（H19年度調査：長野原町より）
※居住者に係る便益については、今回は計上していない

※ＷＴＰ：支払意思額（Willingness to Pay）
事業効果の便益を、個人や世帯が対価として支払ってもよいと考える金額

年便益
アンケート調査によ
る支払意思額
（ＷＴＰ）

＝ 入込客数×

８９４百万円 ＝ １，５６０円／年・人 × ５７３，４００人

河川の水量確保に係る年便益
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【入込客数】

く に



８．「八ッ場ダム建設事業」の再評価の視点

１）事業を巡る社会経済情勢等の変化

○利根川上流域の約１／４を占める吾妻川流域に八ッ場ダムを建設することにより洪水被害の軽減が期待さ
れます。

○１都４県が既に八ッ場ダムの完成を前提とした暫定取水を実施しており、早期完成を要請されています

○吾妻川の水量を確保することにより、吾妻川（名勝吾妻峡）の流況が改善されます。

○新たに発電所を設置することにより、電力が供給されます。

２）事業の投資効果

○費用対効果分析については、便益算定手法を改善し、最新のデータを用いて算定しました。

○洪水調節に係る便益は、代表１０洪水により、八ッ場ダム有無の被害額の平均とその差分から便益を算定
しました。

○河川の水量確保に係る便益は、名勝吾妻峡に訪れた観光客等を対象にしたアンケート結果と川原湯温泉入
込客数より推測した吾妻峡の入込客数から便益を算定しました。

Ｃ(億円)Ｂ(億円)Ｂ／Ｃ平成２０年度評価時(今回)

３，０７２１０，５８９３．４八ッ場ダム建設事業

○平成１９年６月より代替地分譲を開始しました。引き続き代替地整備と合わせて生活再建を進めています。
○平成２１年７月を目途に、ダム本体準備工事の仮排水トンネル工事が完了します。
○平成２１年９月頃に、八ッ場ダム本体建設工事の契約を予定しています。
○平成２２年度までに概ね生活再建対策を完成し、平成２７年度の事業完了を目指します。

○引き続きコスト縮減に取り組むなど更なる事業監理の充実と透明化に努めます。 28

３）事業の進捗状況

○代替地分譲、付替道路･鉄道工事、用地取得等は着実に進んでおり、来年度はダム本体建設工事に着手予定。

①事業の必要性等に関する視点

②事業の進捗の見込みの視点

③コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点



◆当該事業は、現時点においても、その事業の必要性は変わって
おらず、順調な進捗が見込まれることから、本事業は、継続が妥
当と考えています。

29

９．今後の対応方針（原案）


